
（単位　千円）

当　初　予　算　額 現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額

24,774,000 24,846,885 571,827 25,418,712

6,097,017 6,097,017 6,097,017

890,008 890,008 890,008

6,171,042 6,171,042 6,171,042

13,158,067 13,158,067 0 13,158,067

37,932,067 38,004,952 571,827 38,576,779

554,014 554,014 554,014

554,717 554,717 554,717

1,108,731 1,108,731 0 1,108,731

39,040,798 39,113,683 571,827 39,685,510

〔 令和５年第２回市議会定例会　補正予算説明資料（先議分） 〕

各     会     計     総     括     表

会　　　　　計　　　　　名

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

総 計 （ ① ＋ ② ）

特 別 会 計 合 計

一 般 ・ 特 別 会 計 合 計 （①）

公営企業
会　　計

下水道
事　業

収 益 的 支 出

資 本 的 支 出

 合　  計（②）
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（単位　千円）

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

1 市 税 5,805,874 0 5,805,874 0

2 地 方 譲 与 税 126,990 0 126,990 0

3 利 子 割 交 付 金 2,000 0 2,000 0

4 配 当 割 交 付 金 27,000 0 27,000 0

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 29,000 0 29,000 0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,285,000 0 1,285,000 0

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 30,000 0 30,000 0

8 法 人 事 業 税 交 付 金 65,000 0 65,000 0

9 環 境 性 能 割 交 付 金 20,500 20,500

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 80,000 0 80,000 0

11 地 方 特 例 交 付 金 29,900 0 29,900 0

12 地 方 交 付 税 4,600,000 0 4,600,000 0

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,200 0 6,200 0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 402 55,819 402 55,819

15 使 用 料 及 び 手 数 料 35,904 534,129 35,904 534,129

16 国 庫 支 出 金 0 3,373,511 551,817 0 3,925,328

17 県 支 出 金 0 1,571,382 0 1,571,382

18 財 産 収 入 21,072 288 21,072 288

19 寄 附 金 0 350,000 0 350,000

20 繰 入 金 1,560,553 675,763 15,010 1,575,563 675,763

21 繰 越 金 300,000 0 300,000 0

22 諸 収 入 39,607 476,591 39,607 476,591

23 市 債 100,000 3,644,400 5,000 100,000 3,649,400

14,165,002 10,681,883 15,010 556,817 14,180,012 11,238,700

一　般　会　計　補　正　予　算　歳　入　財　源　別　表

現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額
種                       別

計
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一般会計

　変更 （単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

子ども・子育て支援事業計画策
定委託料

【 こども課 】

令和６年度
(3,674)

4,500
(3,674)

4,500

子ども・子育て支援事業計画の策定について，令和５年
度に実施予定の事業の一部を，令和６年度実施に変更する
ため，限度額を変更する。

債 務 負 担 行 為 補 正 説 明 書

事 項 期 間

限　度　額

上段()書は
変　更　前

左 の 財 源 内 訳 上 段 () 書 は 変 更 前

事 業 内 容特 定 財 源
一　般
財　源
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変更 （単位　千円）

起　債　の　目　的
補正前の限度額

(A)
補正後の限度額

(B)
差引増減額
(B-A)

コミュニティセンター整備事業 49,900 54,900 5,000
コミュニティセンター施設運営費
　コミュニティセンターにおける誘導灯改修工事等の実施による増

地　方　債　補　正　説　明　書
一般会計

説　　　　　　　　　　　　明
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一般会計

（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

住民税非課税世帯給付金（郵便料）

　【 総務事務センター費 】
　【 総務課 】

2,096 2,096 　物価高騰支援として，令和５年度住民税非課税世帯に対し給付金を支給
するための郵便料

〇コミュニティセンター誘導灯改修
事業

　【 コミュニティセンター
　　　　　　　　　　施設運営費 】
　【 中央公民館 】

3,418 3,400 18 　コミュニティセンター施設内に設置されている誘導灯設備について，点
灯不良等の不具合が生じていることから，施設の適正管理のため設備改修
を行う。

　［改修対象］施設内30ヶ所・39台

○障害福祉サービス事業所等物価高
騰対策支援給付金

　【 新型コロナウイルス対策費 】

　【 社会福祉課 】

1,650 1,320 330 　物価高騰の影響を受けながらもサービス提供を継続している事業者の負
担軽減を図るため，支援金を給付する。

　［給付対象］障害福祉事業所
　　　　　　　（訪問介護，放課後等デイサービス，計画相談支援等）
　　　　　　　※ 千葉県が実施する「社会福祉施設物価高騰対策支援
　　　　　　　　 事業」に該当する事業所は除く。
　［補 助 額］サービス種別に応じた額　50千円～100千円

住民税非課税世帯給付金

　【 新型コロナウイルス対策費 】

　【 社会福祉課 】
　【 総務課 】

227,415 227,415 　物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担軽減を図るため「電力・
ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（低所得世帯支援枠）」を活
用し，令和５年度住民税非課税世帯に対し給付金を支給する。

　［給付対象］令和５年６月１日において世帯全員の令和５年度分の
　　　　　　　住民税均等割の非課税世帯
　　　　　　　対象世帯数（見込）　7,300世帯
　［給 付 額］３万円／１世帯当たり　予算額219,000千円
　［事 務 費］システム改修費，一般職手当等　外

補　　正　　予　　算　　主　　要　　事　　業　　説　　明　　書

　※　事業名先頭の○印は令和５年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

款 事　　　業 補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明

２ 総務費

２ 総務費

３ 民生費

３ 民生費
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（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和５年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

款 事　　　業 補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明

○介護サービス事業所等物価高騰対
策支援給付金

　【 新型コロナウイルス対策費 】

　【 高齢者福祉課 】

4,900 3,920 980 　物価高騰の影響を受けながらもサービス提供を継続している事業者の負
担軽減を図るため，支援金を給付する。

　［給付対象］介護保険事業所・施設，有料老人ホーム，サービス付き
　　　　　　　高齢者向け住宅
　　　　　　　※ 千葉県が実施する「社会福祉施設物価高騰対策支援
　　　　　　　　 事業」に該当する事業所は除く。
　［補 助 額］サービス種別に応じた額　50千円～300千円

○私立保育所物価高騰対策費

　【 新型コロナウイルス対策費 】

　【 こども課 】

2,100 1,680 420 　物価高騰等の影響により，食材料費及び光熱費の上昇が見込まれる私立
保育所について，施設の安定運営及び利用者への負担軽減を図るため補助
金を交付する。

　［補助対象］私立保育所（アンデレ，教会，ユネスコ，子育）
　［対象経費］令和５年４月から令和６年１月分の食材料費及び光熱費
　　　　　　　の前年同月との差額
　［補助上限］月平均利用者数別に次のとおり
　　　　　　　20人未満：300千円　20人以上40人未満：450千円
　　　　　　　40人以上：600千円

新型コロナウイルスワクチン接種費

　【 新型コロナウイルスワクチン
　　　　　　　　　　　　接種費 】
　【 健康課 】

211,001 211,001 　予防接種法第６条の臨時予防接種として，令和６年３月末まで接種期間
が延長されたことに伴う事業費の増

　・会計年度任用職員報酬，予防接種委託料　外

○エネルギー価格高騰対策支援給付
金

　【 新型コロナウイルス対策費 】

　【 雇用商工課 】

61,500 49,200 12,300 　エネルギー価格高騰等の影響を受けた市内中小企業者を支援するため，
光熱費に対する支援金を給付する。

　［給付対象］市内中小企業者
　［対象経費］令和４年（１年間分）の光熱費（電気・ガス代）
　［給付金額］対象経費の20％（上限額：200千円）

３ 民生費

４ 衛生費

７ 商工費

３ 民生費
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（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は令和５年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

款 事　　　業 補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明

観光地域循環消費促進事業補助金

　【 新型コロナウイルス対策費 】

　【 観光みなと課 】

29,100 26,190 2,910 　エネルギー価格高騰等の影響を受ける観光産業をはじめとした地域経済
の活性化及びアフターコロナでの観光需要の回復を図るため，市内宿泊施
設利用者に対し，館山ならではのサービスを提供するとともに，市内で利
用可能なクーポンを配布し地域内循環を促進する。

　［補助対象］（一社）館山市観光協会
　［実施期間］令和５年９月から11月（３ヶ月）
　［事業内容］市内宿泊施設利用者に対し，
　　　　　　　① 館山ならではの食事や工芸品等のサービスを提供
　　　　　　　② 市内で利用可能なクーポンの提供
　［補 助 率］対象事業費の10／10

○私立幼稚園物価高騰対策費

　【 新型コロナウイルス対策費 】

　【 こども課 】

600 480 120 　物価高騰等の影響により，食材料費及び光熱費の上昇が見込まれる私立
幼稚園について，施設の安定運営及び利用者への負担軽減を図るため補助
金を交付する。

　［補助対象］私立幼稚園（白百合）
　［対象事業］令和５年４月から令和６年１月分の食材料費及び光熱費
　　　　　　　の前年同月との差額
　［上 限 額］月平均利用者数別に次のとおり
　　　　　　　20人未満：300千円　20人以上40人未満：450千円
　　　　　　　40人以上：600千円

給食材料購入費

　【 学校給食管理運営費 】

　【 学校給食センター 】

28,047 22,437 5,610 　エネルギー価格高騰等の影響を受けて，食材価格の上昇が見込まれる給
食材料費について，費用を増額し学校給食の安定供給を図る。

　（補正前）196,334千円
　（補正後）224,381千円

７ 商工費

10 教育費

10 教育費
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